
第３回北海道道路メンテナンス会議

日時：平成26年12月24日（水）
15:00～

場所：札幌第１合同庁舎 講堂
(札幌市北区北8条西2丁目)

議 事 次 第

（１） 開会

（２） 議長 挨拶

（３） 議事

１）報告 【資料１】

２）点検計画の策定について 【資料２】

３）定期点検結果の報告について 【資料３】

４）跨道橋連絡会議（仮称）の設置について 【資料４】

５）その他
災害対策基本法の改正について 【資料５】

（４） 閉会



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 

市町村支援専門部会の設置 

北海道道路メンテナンス会議 

資料１－１ 



市町村支援実施するための専門部会の設置 

○専門部会の設立の主旨 

  北海道内市町村の道路管理を効果的に行い、市町村が抱える人不足などの課題を解消する 

 ため、道路施設における定期点検の地域一括発注などの支援を検討・調整し、円滑な道路管理 

 の促進を図る目的として、北海道道路メンテナンス会議規約第６条（７）に基づき、「北海道道路 

 メンテナンス会議市町村支援専門部会」を設置する。 

○専門部会の組織 

  ・北海道開発局建設部地方整備課 

  ・北海道建設部土木局道路課 

  ・一般財団法人北海道建設技術センター   

○専門部会の事業 

  ・市町村が管理する道路施設における定期点検の検討・調整に関すること 

  ・その他、専門部会の目的を達成するために必要な事業  

○専門部会での具体的な支援策の検討 

  ・地域一括発注方式の検討や調整 

  ・その他  

○設置（平成26年10月8日）  
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タイプライターテキスト
資料１－２
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北海道市町村橋梁点検マニュアル（案）   
          

策定の経緯について     

 

        

 



各種定期点検要領の比較 ～Ｈ２６．６国土交通省～ 

各道路管理者による定期点検要領の適用について 

 

 

①道路橋定期点検要領 

（H26.6 国土交通省 道路局） 
②橋梁定期点検要領  

（H26.6 国土交通省 道路局 国道・防災課） 
③各道路管理者独自の要領

（策定は任意） 

点検頻度 ５年に１回の頻度を基本 

点検方法 近接目視を基本。必要に応じて触診や打音等の非破壊検査等を併用 

判定の単位 

（部材単位毎） 
部材単位（上部構造<主桁、横桁、床版>・下
部構造・支承部・その他）毎に、変状の種類
（鋼部材の場合は、腐食、亀裂、破談、その
他）毎に判定を行う。 

全部材の最小単位（例：主桁の場合、横桁
間等に仕切られた１本単位）である要素毎、
損傷種類毎に判定を行う。 

省令・告示の規定を満足すれ
ば、各道路管理者が必要に
応じて、①より詳細な点検、
記録等の要領を独自に定め
てよい。 

対策区分の判定 

（部材単位毎） 
（規定なし） 上記の要素毎、損傷種類毎に、「損傷程度

の評価（a,b,c,d,e）」を行った上で、構造上の

部材単位あるいは部位毎、損傷種類毎に、
「対策区分の判定
（A,B,C1,C2,E1,E2,M,S1,S2）」を行う。 

健全性の診断 

（部材単位毎） 
 

部材単位毎、変状の種類毎に、Ⅰ～Ⅳの判
定区分により診断する。 

（それぞれの区分は、下記構造物単位毎と
同じ） 

部材単位毎、損傷の種類毎に、Ⅰ～Ⅳの判
定区分により診断する。 

（それぞれの区分は、下記構造物単位毎と
同じ） 

健全性の診断 

(構造物単位毎） 
構造物単位毎に、Ⅰ～Ⅳの判定区分により診断する。 

（Ⅰ：健全、Ⅱ：予防保全段階、Ⅲ：早期措置段階、Ⅳ：緊急措置段階） 
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北海道市町村橋梁点検マニュアル（案）の策定について 

・自治体支援として、従来の定期点検の方法を踏まえた自治体向けの橋梁点検要領を策定。 

・上記の点検要領の積算参考歩掛についても策定。 

区 分 要領名称 制 定 
現地 
点検 

診断 
道路 
ストック 
対応 

作成調書 対象 
損傷 
種類 

歩掛 等 損傷調書 
損傷図 

損傷 

（点検調書） 写真 

① 
国
交
省 

橋梁定期 平成１６年３月 

近接 

－ 

○ ○ ○ ○ 

26  国 

点検要領 国交省 （別途） 種類  設計業務等標準 

（案） 国道・防災課      積算基準書 

② 北
海
道
・市
町
村 

橋梁点検 平成２６年９月 

近接 

－ 

○ ○ ○ ○ 

  

 北海道歩掛 

維持管理要領 北海道建設部 （別途） 29 

③ 

北海道 平成１６年４月 

遠望 － － ○  ○ ○ 

種類   
 北海道歩掛 
 
   

橋梁維持管理 北海道建設部   

マニュアル（案）     

④ 
市
町
村 

北海道市町村 平成２６年９月 

近接 ○ ○ ○ ○ ○ 

21 

 ※参考歩掛策定 橋梁点検マニュアル 北海道道路 種類 

（案） ﾒﾝﾃﾅﾝｽ会議   

⑤ 
市
町
村 

道路橋 平成２６年６月 

近接 ○ ○ 

記録様式 

－ 

４枚 21  国 

定期点検要領 国交省・道路局 なし 程度 種類 
 歩掛は暫定版 
 ５０ｍ以上は見積 

【参考】 
市
町
村 

道路橋に関する 平成１９年4月 

遠望 － － ○ ○ ○ 

12 
 北海道より参考歩掛として提示 
 
   基礎データ収集 国交省・国総研 種類 

要領（案）     
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北海道市町村橋梁点検マニュアル（案）の使用について 

●Ｈ２６．６道路橋定期点検要領をそのまま使用することは可能。 

 

●定期点検要領の内容を満足するものであれば、独自の点検要領の使用は可能。 

 

●直轄向け点検要領や北海道建設部で策定した要領についても道路管理者の判 

 断で使用は可能。 

 

●従来の定期点検は、『国総研Ｈ１９．５道路橋に関する基礎データ収集要領（案）』 

 により点検を実施した市町村管理橋梁は約１５,０００橋（全体約１９,０００橋）。 

 

●上記のとおり、基礎データ収集要領（案）を活用している市町村も多く、過去の点 

 検データにおける各部材区分毎の損傷調書や損傷図等を、将来にわたり今後実 

 施する点検と比較できる資料の作成や保管等が望ましいと考え、市町村向け橋梁 

 点検マニュアル（案）を策定。 
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北海道市町村橋梁点検マニュアル（案） 説明会 

○橋梁点検マニュアル（案）説明会 
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地方会議 説明開催日・会場 

札幌 11月26日 （水）  空知総合振興局 札幌建設管理部 札幌市 

函館 11月10日 （月）  渡島総合振興局 函館市 

後志 11月20日 （木）  羊蹄山ろく消防組合消防本部会議室 倶知安町 

上川 11月17日 （月）  旭川合同庁舎  旭川市 

胆振 11月28日 （金）  胆振総合振興局 室蘭市 

日高 11月27日 （木）  日高振興局 浦河町 

釧根 11月21日 （金）  釧路地方合同庁舎 釧路市 

十勝 11月25日 （火）  とかち館会議室 帯広市 

網走 12月2日 （火）  オホーツク総合振興局 網走市 

留萌 11月13日 （木）  留萌開発建設部 留萌市 

宗谷 11月17日 （月）  稚内地方合同庁舎 稚内市 



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 

点検計画の策定について 

資料２ 



点検計画の策定について 

1 

◆省令・告示に基づき、５年に１回の近接目視による定期点

検を実施。今後５年間で計画的に点検を実施 

１．計画対象施設  

• 橋梁、トンネル、シェッド・大型カルバート、横断歩道橋、門型標識等 

 

• 別紙「橋梁定期点検の優先順位の考え方」等を踏まえ計画策定 

２．優先順位の考え方 

３．計画の公表 

• 年内を目途に、今後５年間の点検計画の策定に取り組む。 

• 道路インフラの現状や老朽化対策の必要性に関する国民の理解  

 を促進するため、今後公表予定。 



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 2 



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 

参  考 

別紙 
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 

記入様式 
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道路橋個別点検データ 【記入年月日：平成26年○月○日】
Ｂ列 Ｃ列 Ｄ列 Ｅ列 Ｆ列 Ｇ列 Ｈ列 Ｉ列 Ｊ列 Ｋ列 Ｌ列 Ｍ列 Ｎ列 Ｏ列 Ｐ列 Ｑ列 Ｒ列 Ｓ列 Ｔ列 Ｕ列 Ｖ列 Ｗ列 Ｘ列 Ｙ列 Ｚ列 ＡA列 ＡB列

緊急輸送
道路

鉄道 その他

一次、二次、
三次、無し

新幹線、その
他鉄道、無し

【任意】例：●
●川、市道、

県道

○○橋 （ﾏﾙﾏﾙﾊｼ） 県道○○号線 1984 101 11.8 ○○県 ○○事務所 ○○県 ○○市○○区○○町 43°11′02″ 141°19′28″ 0.000 上り線 一次 二次 無し 県道 有 一般道 水道 通行止め（劣化損傷） ○

上り・下り線 通行規制

H30H29H28H27H26

備考道路橋名（ﾌﾘｶﾞﾅ）

道路橋下条件（跨いでいるもの）

当該道路橋
緊急輸送道
路の種類

占用物件
（名称）

自専道
一般道

代替路
の有無

幅員
（ｍ）

橋長
（ｍ）

架設
年次
（西暦）

路線名

経度

起点側の位置

緯度

距離標
（キロポスト）

管理者 行政区域

管理者名 管理事務所名 都道府県名 市区町村名

点検計画



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 

参  考 
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 （１）管理者別の道路延長と橋梁数 【北海道】 

グラフタイトル

高速自動車国道 直轄国道 補助国道 都道府県道 市町村道

橋梁（2m以上） 

約3万橋 

※四捨五入により端数調整している 

※開発局調べ（ H25.4 ） 

市町村道 

約20,000橋 

（約68%） 

都道府県道 

約5,000橋 

（約18%） 

※北海道管内に補助国道なし 

直轄国道 

約3,600橋 

（約12%） 

高速自動車国道 

約800橋 

（約3%） 

【道路種別別橋梁数】 

 北海道では、全橋梁約3万橋のうち約2万橋が市町村道 

【日本の道路種別と延長割合】 

※開発局調べ（ H24.4 ） 

約700ｋｍ 高速自動車国道（約0.8%）

約6,700ｋｍ 直轄国道（約7.4%）

約11,800ｋｍ 都道府県道（約13.1%）

約71,000ｋｍ 市町村道（約78.8%）

合　計　　　約90,100km（100.0%）

自動車

専用道路

幹

線

道

路

生

活

道

路
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１. 省令・告示、定期点検基準の体系 

7 

①  省令・告示で 、5年に１回、近接目視を基本とする点検を規定、健全性の診断結果を４つに区分。 
   （トンネル、橋などの構造物に共通） 
②  点検方法を具体的に示す定期点検基準を策定。（トンネル、橋などの構造物毎） 
③  市町村における円滑な点検の実施のため、主な変状の着目箇所、判定事例写真等を加えたものを
定期点検要領としてとりまとめ。 （トンネル、橋などの構造物毎） 

法令・定期点検基準の体系 

健全性の診断結果を、４段階に区分 

道路法 

政令 

省令・告示 
H26.3.31公布 
   7.  1施行 

H25.9.2施行 

・トンネル、橋及び、損傷、腐食その他の劣化その他の

異状が生じた場合に道路の構造又は交通に大きな支

障を及ぼすおそれのあるものについて定期点検を規定 

・５年に１回、近接目視を基本として実施 

・健全性の診断結果を、４段階に区分 

定期点検基準 
定期点検要領 

・維持、点検、措置を講ずることを規定 

（トンネル、橋などの構造物） 

構造物に共通の規定 

（トンネル、橋などの構造物） 

各構造物毎に策定 

・構造物の特性に応じ省令・告示に沿った具体的な点

検方法 

・主な変状の着目箇所、判定事例写真等 



＜道路法＞ 

■ 道路の維持又は修繕を定める。 

第四十二条 道路管理者は、道路を常時良好な状態に保つように維持し、修繕し、もつて

一般交通に支障を及ぼさないように努めなければならない。 

２ 道路の維持又は修繕に関する技術的基準その他必要な事項は、政令で定める。 

３ 前項の技術的基準は、道路の修繕を効率的に行うための点検に関する基準を含むも

のでなければならない。 

道路法の改正 （H25.9.2施行） 
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＜道路法施行令＞ 

■ 道路の維持・修繕に関する技術的基準等を定める。 

第三十五条の二 法第四十二条第二項の政令で定める道路の維持又は修繕に関する技
術的基準その他必要な事項は、次のとおりとする。 
一 道路の構造、交通状況又は維持若しくは修繕の状況、道路の存する地域の地形、
地質又は気象の状況その他の状況（次号において「道路構造等」という。）を勘案して、
適切な時期に、道路の巡視を行い、及び清掃、除草、除雪その他の道路の機能を維
持するために必要な措置を講ずること。 
二 道路の点検は、トンネル、橋その他の道路を構成する施設若しくは工作物又は道路
の附属物について、道路構造等を勘案して、適切な時期に、目視その他適切な方法
により行うこと。 
三 前号の点検その他の方法により道路の損傷、腐食その他の劣化その他の異状が
あることを把握したときは、道路の効率的な維持及び修繕が図られるよう、必要な措
置を講ずること。 

２ 前項に規定するもののほか、道路の維持又は修繕に関する技術的基準その他必要な
事項は、国土交通省令で定める。 

道路法等の改正に伴う政令 （H25.9.2施行） 
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＜維持管理に係る省令の規定＞ 

■ 道路の維持又は修繕に関する技術的基準等を定める。 

第四条の五の二 令第三十五条の二第二項の国土交通省令で定める道路の維持又

は修繕に関する技術的基準その他必要な事項は、次のとおりとする。 

一 トンネル、橋その他道路を構成する施設若しくは工作物又は道路の附属物の

うち、損傷、腐食その他の劣化その他の異状が生じた場合に道路の構造又は交

通に大きな支障を及ぼすおそれがあるもの（以下この条において「トンネル

等」という。）の点検は、トンネル等の点検を適正に行うために必要な知識及

び技能を有する者が行うこととし、近接目視により、五年に一回の頻度で行う

ことを基本とすること。 

二 前号の点検を行つたときは、当該トンネル等について健全性の診断を行い、

その結果を国土交通大臣が定めるところにより分類すること。 

三 第一号の点検及び前号の診断の結果並びにトンネル等について令三十五条の

二第一項第三号の措置を講じたときは、その内容を記録し、当該トンネル等が

利用されている期間中は、これを保存すること。 

道路法施行規則の一部を改正する省令 
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 

定期点検結果の報告について 

資料３ 



定期点検結果の報告について 

1 

◆省令・告示に基づき、５年に１回の近接目視による定期点

検を実施。点検・診断・措置の結果を、評価・公表（見える化） 

１．計画対象施設  

• 橋梁、トンネル、シェッド・大型カルバート、横断歩道橋、門型標識等 

 

• 定期点検結果を、国等が評価するとともに公表し、「見える化」を実施 

２．評価・公表 

３．公表に向けて 

• 定期点検結果を、「点検表記録様式」に記載 

• 毎年度の定期点検結果は、翌年度４月末までに道路メンテナンス 

  会議に提出 



2014/10/29 第１５回社会資本メンテナンス戦略小委員会（第２期第６回） －参考４－

「維持管理 更新に係る情報の共有化「維持管理・更新に係る情報の共有化、
見える化」とりまとめイメージ（案）見える化」とりまとめイメ ジ（案）

参考資料

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

aonuma-h22aa
タイプライターテキスト
参　　考

aonuma-h22aa
タイプライターテキスト

aonuma-h22aa
長方形



情報の見える化情報の見える化



①健全性・安全性のわかりやすい公表

○健全性の評価別施設割合 点検実施率等の図表化 健全性の評価の地図上の表示などを行い○健全性の評価別施設割合、点検実施率等の図表化、健全性の評価の地図上の表示などを行い、
住民に向けての健全性・安全性を公表する。

健全性の評価の地図上への表示のイメージ

例えば、
・施設分野ごとの表示マーク
・健全性の評価により色分け健全性の評価により色分け

が考えられる。

道路（橋梁）

高

道路（トンネル） 河川構造物 ・・・

高 高 高

健全性
安全性

健全性
安全性

健全性
安全性

健全性
安全性

低 低 低 低
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③点検結果の公表

○施設毎に、基本情報（建設年度、規模、構造等）、点検実施結果、健全性の評価等を施設ごと○施設毎 、 本情報（建設年度、規模、構造等）、点検実施結果、健 性 評価等を施設
にとりまとめて公表。

○内容は簡単なものとし、わかりやすくまとめるよう務める。また、様式の標準化や入力の省力化
を図る。

とりまとめのイメージ例（参考：道路橋定期点検要領 平成26年6月国土交通省道路局、点検表記録様式）

基本情報
・緯度・軽度
・建設年度・建設年度
・規模・構造

等

点検実施結果
等

健全性の評価
等
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今後のスケジュール

地方公共団体等の 情報の共有化
社会資本

審議

地方公共団体等の
支援方策

情報の共有化・
見える化

社会資本

メンテナンス戦
略

小委員会

第

平成26年

パブリ ク メント案 審議10月29日

11月17日

審議第15回

第16回 審議

パブリックコメント案 審議

11月17日

12月15日

第16回

第17回

審議

パブリックコメント案 審議

パブリックコメントの実施

1月15日

平成27年

提言（案） 審議第18回

2月
（予定） 提言（案）審議／最終とりまとめ技術部会

公 表
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 

跨道橋連絡会議（仮称）の設置について 

北海道道路メンテナンス会議 

資料４ 



跨道橋連絡会議（仮称）の設置について 

○連絡会議設立の主旨 

  ・トンネル、橋梁等の道路構造物については、道路法の改正に基づき、５年に１回の    

   近接目視による定期点検が義務化 

  ・道路法上の道路に関しては、各道路管理者により定期点検が実施し、その状況は 

   「道路メンテナンス会議」を通じて情報共有。 

  ・道路法上以外の道路以外の施設に関しても、それら施設の下に位置する道路管理 

   者としては、各施設管理者に対して点検や修繕を促すとともに、その状況を把握す 

   る必要がある。 

  ・「道路メンテナンス会議」の下部組織として「跨道橋連絡会議（仮称）」を設置 

 

○対象施設 

  ・全ての高速道路、直轄国道および一部（※）の都道府県道、市町村道を跨ぐ施設の 

  うち、鉄道橋を除く、道路法上の道路以外の施設（農道、林道、認定外道路、私道、 

  水管橋等） 
  ※都道府県道、市町村道については、「緊急輸送道路」に指定されている道路を対象 

○会議の位置づけ 

  ・「道路メンテナンス会議」の下部組織として設置 

  ・「地方会議」にも下部組織として設置    

1 



跨道橋連絡会議（仮称）の設置について 

○会議の検討事項 

 跨道橋の占用許可者として、跨道橋の施設管理者に以下を依頼 等 

 

 ・対象施設について、省令に準じ点検・診断を定期的に実施 

 ・点検計画を策定 

 ・点検・診断結果について、道路管理者に報告 

 ・診断結果が「速やかな修繕が必要」な場合は、速やかに修繕工事を実施 

○会議のメンバー 

  「対象施設」の管理者および関係する道路管理者 

○スケジュール 

  ・第３回北海道道路メンテナンス会議（H26.12.24）において、設置方針を審議 

  ・現在、対象施設の跨道橋リストを作成中 

  ・年度内に第１回跨道橋連絡会議を開催予定  

○設置（平成27年 3月 ○日）  
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 

その他 

（災害対策基本法の改正について） 

北海道道路メンテナンス会議 

資料５ 



●災害対策基本法の一部を改正する法律案

大規模災害時において直ちに道路啓開を進め、緊急車両の通行ルートを迅
速に確保するため、道路管理者による放置車両対策の強化に係る所要の措置
を講ずる。

・首都直下地震など大規模地震や大雪等の災害時には、被災地や被災地に向
かう道路上に大量の放置車両や立ち往生車両が発生し、消防や救助活動、
緊急物資輸送などの災害応急対策、除雪作業に支障が生ずるおそれ。

改正の背景改正の背景

・一方、道路法に基づく放置車両
対策は、非常時の対応としては
制約があるため、緊急時の災害
応急措置として、災害対策基本
法に明確に位置づける必要。

法律案の概要法律案の概要

被災地へアクセスする道路に
ついても、緊急通行車両の通
行のため、 緊急に啓開が必要

緊急車両の通行を確保する緊急の必要が

１ 緊急車両の通行ルート確保のための
放置車両対策（災害応急措置として創設）

被災地

緊急車両の通行を確保する緊急の必要が
ある場合、道路管理者は、区間を指定し
て以下を実施。

・緊急車両の妨げとなる車両の運転者等
に対して移動を命令

・運転者の不在時等は、道路管理者自ら
車両を移動車両を移動

（その際、やむを得ない限度での破損を
容認し、併せて損失補償規定を整備）

※ ホイールローダー等による車両移動

２ 土地の一時使用等

（首都直下地震における八方向作戦の例）

車両移動のための具体的方策
（例：ホイールローダーによる移動）

１の措置のためやむを得ない必要がある時、
道路管理者は、他人の土地の一時使用、
竹木その他の障害物の処分が可能。

※ 沿道での車両保管場所確保等

３ 関係機関、道路管理者間の連携･調整
（例：ホイ ルロ ダ による移動）

・都道府県公安委員会は、道路管理者に対し、
１の措置の要請が可能

・国土交通大臣は、地方公共団体に対し、１の措置について指示が可能
（都道府県知事は、市町村に対し指示が可能）

※ 高速道路については、高速道路機構及び高速道路会社が連携して対応



災害対策基本法に基づく車両等の移動の流れ

市町村国（地方整備局等）

§76の7
道路区間
指定等の指示

§68
応急措置の

応援要請
（現行法に規定）

都道府県

市町村国（地方整備局等）

§76の7
道路区間
指定等の指示

§74の3
応急措置の

応援要請
（現行法に規定）
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発
生 仮置き場

必要

§82①

運転者等不在

移動できない
§76の6①

後段
§76の6②§76の6①

前段

・被災状況に
より判断

・関係機関
（直轄国道・
高速道路

使
用 ・算定基準

§82①

§76の6④

・使用理由
の掲示

§76の6③

・移動の
記録

移動できない後段

・書面・口頭
による指示

・道路情報版
・ラジオ
・看板

の活用

前段

・路線名
・起終点

高速道路
会社等）との
情報共有

車両等移動の令33の3 §76の4①

民間事業者との連携による作業

情報提供道路区間
指定等の要請

令

道路区間
指定の通知

§ ①

※明朝体の文言は、法律・政令には
位置付けられていないが、施行通
知・運用手引き等に記載されてい
る主な事項。都道府県公安委員会




